
令和２年１月２１日

リモートセンシングデータを
活用した地籍調査を実施

山村境界基本調査
における筆界確認

従来の地籍調査
における筆界確認

全国初



これまでの津市の取り組み

2,803万円
6,983万円 7,018万円 2億1,133万円 2億4,294万円

4,395万円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

決算額（令和元年度は予算額）と人員

決算（予算）額 繰越額

８人
２人

10人
３人

担当 用地・地籍調査推進室 用地・地籍調査推進課

８人 重点整備区域の
進捗率

46.6％
（R1.12月時点）

地籍調査事業：土地の境界を明確にする事業

被災時の復興
公共事業の実施
土地の売買

南海トラフ大地震に伴う津波災害に備え、沿岸部を重点

整備区域と定め、平成２７年度に策定した津市地籍調査

事業計画に基づき、平成２７～３６年度までの１０年間で

集中実施

事業・体制の強化

・地籍調査の業務に女性職員を配置することで、地権者から好意的な評価
をいただいている

完了した土地は がスムーズに

事業完了地区

事業中地区

事業予定地区

正確な地図が
ある地区

5.09 ㎢

6.03 ㎢

3.53 ㎢

7.78 ㎢

計 26.00 ㎢

法務局による
調査予定地区

3.57 ㎢



Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２９ Ｈ３０

進捗率 3.07% 4.13%（見込み）

決算額(合計) ２億8,689万円（予算）

香良洲

決算額 1億2,329万円（予算）

国のモデル事業　実施

決算額

Ｈ26.12

重点整備区域の
設定

Ｈ27.1

津市地籍調査推進
協議会の設立

Ｈ28.3

津市地籍調査
事業計画の策定

1,371万円 2,803万円 6,983万円 7,018万円  2億1,133万円

Ｈ２８ Ｈ３１・Ｒ１

2.81% 3.21% 3.49% 3.85%

重
点
整
備
区
域

1億8,210万円

1,520万円 1,862万円

一志町波瀬
（一区）

一志町波瀬
（一区）

一志町波瀬
（一区）

1,371万円

1,283万円 6,11５万円 5,156万円

 868万円

　R1.10

　地籍整備の効率化検討業務

そ
れ
以
外
の
地
区

2,923万円

19条5項

垂水、栗真町屋町
19条5項

芸濃町椋本、藤方、
北河路町

19条5項

河芸、一身田中
野、殿村

一志町波瀬
（一区）

1億6360万円（予算）

Ｈ31.3

津市地籍調査
事業計画の見直し

香良洲 雲出・高茶屋河芸

R1.6

山村境界基本調査
（リモセンデータ整備事業）

令和６年度までの10年で
沿岸部の調査を重点的に進める計画

　10年の計画期間を２年短縮

第六次国土調査事業十箇年計画

これまでの津市の地籍調査

・ 土地取引の多い都市部

・ 森林施策が行われる山林部

・ 重点整備区域
（津市地籍調査事業計画）

・ それ以外の地区

第六次国土調査事業十箇年計画
（H22.5.25 閣議決定）

津市



調査準備、基準点の設置・測量、ヘリコプターによる測量、筆界案の作成

・ 現地精通者の意見を確認

・ 測量の基準点を設置

・ 航空測量（リモートセンシングデータ）

→ 筆界案を作成

土地境界説明会（令和元年12月15日、16日）

・ 集会所等で土地所有者等が筆界案を確認

令和

元年

山村境界基本調査 （国のモデル事業）

事業概要 高齢化・過疎化が進む山村部での効率的な地籍調査手法の確立

令和元年６月

津市での実施 決定
令和元年実施地区 一志町波瀬字須氐地区 約1.3㎢

12月15日 アストプラザ
12月16日 波瀬出張所

実施日 実施場所

航空測量実施地区

一志町波瀬地区、美杉町八手俣、美杉町下之川地区 約8.1㎢

山村部



山村境界基本調査 土地境界説明会資料①

デジタルオルソ画像

山村部

航空写真を真上から見た倒れこみのない画像に修正
（正射変換）し、地図と重ね合わせたり計測したりでき
るようにした画像

デジタルオルソ画像＋筆界案



山村境界基本調査 土地境界説明会資料②

林相識別図

山村部

林相識別図＋筆界案

航空レーザ測量で得られる、判断の際に特徴となる複数のデータ
（反射強度など）を彩色することで、航空写真で判断しにくい影部や
航空写真には表れない色調によって細かな違いを表現

航空写真では判断しにくい林相の境界を判断しやすくするための画像



山村境界基本調査 土地境界説明会資料③

樹高分布図

地面の標高と樹冠表面層の高さの差分から作成した、
樹木の地面からの高さを表す画像

山村部

樹高分布図＋筆界案



山村境界基本調査 土地境界説明会資料④

微地形表現図

谷のような凹地形を青色、尾根などの凸地形を赤色、緩斜面を淡い色、
急斜面を濃い色で段彩化し、色彩の濃淡で微細な地形の凹凸を強調
表現した地形表現図

写真では把握できない地表面の状況把握に利用

山村部

微地形表現図＋筆界案



山村境界基本調査 土地境界説明会資料⑤

三次元微地形表現図三次元デジタルオルソ画像

平面図面の補足資料として利用

山村部

画像を立体的に、移動・回転・拡大縮小しながら画面上で筆界を確認



≪ 効果 ≫

成果の閲覧

確認された境界図をもとに作成した書類 （地籍図・地籍簿等の成果） を
市役所等で閲覧 （20日間）

現地立会
（ 約30日間 ）

測量作業
（ 約30日間 ）

山村部の地籍調査の

円滑化・迅速化
効率化

リモートセンシングデータを活用した地籍調査

令和

２年

山村境界基本調査を引き継ぎ、津市による後続の調査を実施

事業完了

リモートセンシングデータを
活用したバーチャル立会

（ ２日間 ）

航空機による測量作業
（ １日間 ）

調
査
に
要
す
る
期
間

成果の認証・送付

県に対して認証請求し、認証を受けた成果を法務局へ送付

山村部



これまでの都市部における地籍調査の進め方

都市部における地籍調査

事業完了

事業着手

都市部における
効率的な調査手法の検討

津市の取り組み

平成３１年２月（国土調査のあり方に関する検討小委員会）

「地籍調査の効率化に向けた
民間等の測量成果（地積測量

図等）の活用」 について提言

現地立会等の

負担が大きい

事業完了までに

時間がかかる

国の取り組み

東京大学大学院 清水英範教授

国土交通省地籍整備課

▶ 専門的な意見を導入

津市地籍調査事業への導入検討 開始

津市の現状と照らし合わせて検討

都市部



地籍整備の効率化検討業務 （国の検証事業）

事業概要 都市部の地籍調査において、官民境界情報に関する調査の成果や

地籍調査以外の測量成果を有効活用する新たな調査手法を検討

令和元年１０月

津市での実施 決定
検証地区

久居野村町 約1.3 ㎢

国が検討中の手法 津市の考える手法

≪ 期待する効果 ≫

都市部の地籍調査の

調査期間短縮・コスト削減

既存測量成果（地積
測量図、境界画定図、
地籍整備推進調査事
業成果等）の収集

現地調査図

素図の作成
現地調査

全国初

既存測量成果（地積測
量図、官民境界等先行
調査成果、地籍整備推
進調査事業成果等）の
存在状況図の作成

調査図素図
の作成

現地調査

都市部



国土調査のあり方に関する検討小委員会

これからの地籍調査の方向性

・ 一筆地調査の手続きの見直し

・ 山村部の地籍調査の迅速化

・ 都市部の地籍調査の迅速化

・ 調査区域の重点化
→予算上の重点的な支援対象

…より政策効果が高い地域から
検討・整理

（社会資本整備、防災対策、都市開発、森林施業・
保全等、所有者不明土地対策等）

・ 法改正の必要性について要望

・ リモートセンシングデータを活用した

地籍調査の実施

・ 地籍調査の効率化検討業務の実施

・ 津市地籍調査事業計画の策定

津市の対応

H30.8.30 国土交通省地籍整備課への要望の様子第七次国土調査事業十箇年計画

令和２年 閣議決定予定



令和２年１月２１日

緊急自然災害防止対策事業債を
活用して雨水対策事業を拡大します

ため池調整池転用



津市における雨水対策の取り組み

現状の下水道計画は、排水先の河川が改修されていることを
前提としている

雨水対策の
現状

雨水対策が進まない要因

このままでは、内水域の雨水対策が進まない

河川改修に頼らない雨水排水対策が必要

公共下水道事業（雨水） 都市下水路事業 準用河川事業

昭和５５年度から事業着手

事 業 費 約１７５億円
整備延長 ５，８１３ｍ

昭和３５年度から平成２１年度

事 業 費 約３７２億円
整備延長 ２８，５０５ｍ

昭和５４年度から事業着手

事 業 費 約６４億円
整備延長 ６，８６０ｍ

未改修河川の沿岸に多くの浸水区域が確認される



経済的かつ迅速に浸水被害を最小化する取り組みを推進することを目的に策定

平成３０年度 津市雨水管理総合計画に基づく下水道事業計画の変更

平成２９年度 津市雨水管理総合計画策定

浸水対策を実施すべき区域の設定 （１４地区を重点対策地区に指定）

津市雨水管理総合計画の内容

雨水管理総合計画の策定と事業化

令和元年度から社会資本整備総合交付金を活用して雨水対策事業を推進

財源や事業量を考慮した計画目標の設定

津市雨水管理総合計画内容を下水道計画に反映

計画期間 ２０１９年度（令和元年度）～２０２８年度（令和１０年度）

事業費 ２０１９年度（令和元年度）から１０年間で約１００億円



重点対策地区での雨水対策事業概要
Ｎ

津市

※一般地区とは、下水道計画区域の重点対策地区以外の区域

凡 例

重点対策地区

一般地区

浸水想定区域

①

②

③

④ ⑤

⑥
⑦

⑧

⑨
⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

志登茂川

安濃川

岩田川

相川

雲出川

◎市役所

重点対策地区の実施内容（令和元年度）

重点対策地区 排水区 内容（状況）

①上浜 上浜 事業内容調整中

②栗真町屋 栗真町屋 町屋第２雨水幹線実施設計（設計中）

③橋内 橋内東部第二 事業内容調整中

④半田 半田川田 半田川田第１雨水幹線築造工事（施工中）

⑤阿漕 阿漕 事業内容調整中

⑥高茶屋 天神 天神ポンプ場（上部建築）工事（施工中）

⑦久居駅西部 北部第一 北部第一調整池整備（完成）

⑧立成小学校
周辺

野村第二
雨水管渠築造完了に伴う移設物件等復旧工事
（完成）

⑨野田池周辺
宮池 国道１６５号横断水路の設計協議（設計中）

野村第一 野田池の洪水調整池への改良設計（設計中）

⑩久居IC周辺 射場、明神風早 県道横断部等の局部改良調査（検討中）

⑪藤方 藤方第二 貯留管実施設計（設計中）

⑫雲出 長浜、伊倉津 局部改良実施設計（設計中）

⑬芸濃IC周辺 志登茂川上流第二 バイパス水路実施設計（設計中）

⑭椋本地区 安濃川上流左岸第二 バイパス水路実施設計（設計中）

公
共
下
水
道
事
業
（雨
水
）の
展
開

下水道計画区域図

令和元年度事業費 約７億４，６００万円



重点対策地区以外の雨水対策
河川・排水路施設の改良 局所改良、水路改修を実施

農業用施設の活用 活用されていない農業用ため池を洪水調整池へ転用(10池計画)

これらの事業は、国庫補助事業の要件を満たさないことから、

全て一般財源であるため、財源の確保に苦慮している

平成30年度まで

令和元年度

平成３０年度まで 測量調査設計 真ヶ坪池、池ノ谷池、兵丹池、中池、北の池、下の池 ７６５万円

令和元年度 測量調査設計 香水池、千歳池 ３００万円

合 計 １，０６５万円

平成３０年度まで

調査測量設計 森町地内ほか ９カ所 ９２０万円

工 事 森町地内 １カ所 ６００万円

計 １，５２０万円

令和元年度

調査測量設計 久居一色町ほか ５カ所 ２００万円

工 事 森町地内及び戸木町地内 ２カ所 ３，０００万円

計 ３，２００万円

平成30年度施工

令和元年度施工



緊急自然災害防止対策事業債の創設
「防災・減災・国土強靭化のための３か年緊急対策」（平成３０年１２月１４日閣議決定）と
連携しつつ、地方が単独事業として実施する防災インフラの整備を推進するため、新たに
「緊急自然災害防止事業債」が創設された（事業期間：令和元年度、令和２年度）

【国土交通省・農林水産省】

対象事業 災害の発生予防・拡大防止を目的として、地方自治体が策定する
「緊急自然災害防止対策事業計画」に基づき地方単独で実施する防災インフラ事業

財政措置

元利償還金の７０％を地方交付税措置 一般財源 ３０％

緊急自然防止対策事業債（充当率１００％）

① 対象施設
治山、砂防、地すべり、河川（護岸、堤防、排水機場等）、急傾斜地崩壊、
農業水利施設（ため池、揚水・排水機場・水路等）、都市公園防災など

② 具体的な対象事業
国庫補助事業の要件を満たさない事業を対象とする

緊急自然災害防止対策事業債を使うと、一般財源の支出が少なくできる！



事業費の財源

一般財源
100％

（事業内容）
・森町地内排水路改修工事
・戸木町地内排水路改修工事

一般財源
30％

起債対象外

緊急自然災害
防止対策事業債

一般財源

交付税措置
70％

１４箇所の事業を実施。

（事業内容）
・河川改修事業
・排水機場等改修事業
・農業用ため池洪水調整池転用事業

全体事業費 ３，０００万円

交付税

一般財源
令和２年度当初予算に
約４億８，０００万円を計上予定

令和元年度

令和２年度



河川改修事業（案）

1 準用河川朝日新川改修
津市安濃町野口地内

2 普通河川３０号川改修
津市久居一色町地内

3 戸木町地内普通河川改修
津市戸木町地内

4 雲出長常町地内
普通河川改修
津市雲出長常町地内

【現況流量】

河川が狭小なため
大雨で流量が増え
ると護岸が崩壊

河川を改修し
流量を確保

改修前

改修後

【改修イメージ】

10.3㎥/s 1.8㎥/s 12.8㎥/s 15.5㎥/s

改修箇所

流量1.8㎥/s

流量10.3㎥/s

改修予定河川 河川改修例



排水機場等改修事業（案）

津市修成町地内
事業内容：排水ポンプ交換

津市修成町地内
事業内容：除塵機改修

津市香良洲町地内
事業内容：樋門電動化

津市修成町地内
事業内容：排水ポンプ交換

町屋ポンプ場
バイパス水路整備

津市栗真町屋町地内
事業内容：水路整備

津市木造町地内
事業内容：自動運転化

町屋ポンプ場

石田排水機場改修

北護樋門改修 前田川排水機場改修

弓之町ポンプ場改修

宮之前排水機場改修

石田排水機場

老朽化したスクリーンを
粗目のスクリーンに改修

町屋ポンプ場（旧館）と町屋ポンプ場（新館）
を水路で接続し機能アップを図る

納所排水機場改修

津市納所町地内
事業内容：建屋改修

排水機場等改修予定箇所 排水機場等改修例



農業用ため池洪水調整池転用事業（案）

1 真ヶ坪池洪水調整池化転用
津市垂水地内

2 池ノ谷池洪水調整池化転用
津市垂水地内

3 兵丹池洪水調整池化転用
津市上浜町六丁目地内 調整池に改修

普段の水位を下げる

雨水調整容量を確保 浸水被害軽減のため
調整容量を確保

・調整容量が少ない
・流出量が多く下流域で
浸水しやすい

５０年確率相当の
降雨に対応

排水路

ｵﾘﾌｨｽ桝
の設置

流入

流出

※オリフィス桝とは、調整池から流れ出る水量を一定量とするための桝

堤体

既設底樋管

普段の水位

排水路

余水吐け
より放流

堤体

底樋管

調整池転用予定ため池 ため池を洪水調整池へ転用

現状


	01　ＰＰ　全国初リモートセンシングデータを活用した地籍調査を実施（用地・地籍調査推進課）データ軽くした
	02　ＰＰ  緊急自然災害防止対策事業債を活用して雨水対策事業を拡大します（河川排水推進室）データ軽くした

